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中国税務 

国家税務総局が総•分支機構の

企業所得税の徴収管理に関する

詳細規定を公布 
 

国家税務総局は 2012年 12 月に、2012年第 57 号公告（以下“57号公告”）を公
布した。57号公告は、地域を跨いで経営を行う一括納税企業（即ち、中国国内の
異なる省、自治区、直轄市または計画単列市に法人格のない分支機構を有する居
住者企業）の所得税の徴収管理に関する詳細を規定したものである。従来、地域
を跨いで経営する一括納税企業の年度終了後の確定申告は総機構のみで行うこと

とされていたが、2012年 6月に公布された『省、市を跨る総・分支機構の企業所
得税の配分及び予算管理弁法』（財預 [2012]40 号、以下“40 号文”）に基づ
き、今後は総機構と分支機構が各々その所在地で確定申告を行うことになる1。57
号公告では、40 号文で明確にされていない事項について具体的に規定している。
また、当該公告の公布に伴い、国税発[2008]28 号等の関連通達は廃止された。57
号公告は 2013 年 1 月 1日から施行され、地域を跨いで経営する一括納税企業の 1
月あるいは第１四半期の所得税の予納申告から適用される。 

 
 
57 号公告のポイント 
 

 企業所得税の年度確定申告に係る税額の配分: 57号公告では、年度終了後の
確定申告による企業所得税の精算額を総機構と分支機構の間で配分する方法
は、企業所得税の月あるいは四半期ごとの予納時と同じであることが明らか

にされている。即ち、確定申告による企業所得税の精算額の 50％は総機構が
その所在地の税務局で納付し、残りの 50％は各二級分支機構の前年度の営業
収入、従業員給与、資産総額の 3要素に基づいて計算された配分割合に基づ
き、各二級分支機構の間で配分され、各二級分支機構がそれぞれその所在地
の税務局で配分された税額を納付する。  
      

 企業所得税の申告時に提出すべき資料: 企業所得税の申告を行う際、総機構

と各二級分支機構は、各々の主管税務機関に以下の資料を提出する必要があ
る。 

 総機構 分支機構 

月/四半期ごとの

予納  
 

 
 企業所得税予納申告

表 

 
 企業の当期財務諸表 

 
 企業所得税予納申告

表（一部の項目のみ

記載） 
 

 

 

                                                
1
 具体的な内容は、Tax Analysis P175/2012 の『総・分支機構の企業所得税の徴収に関する新規定』を参照。 

http://www.deloitte.com/assets/Dcom-China/Local%20Assets/Documents/Services/Japanese%20services/Tax%20analysis/2012/cn(ja)_tax_TAP1752012_271212.pdf 

税務 

Tax analysis P179/2013 –2013 年 2 月 4 日 

 

      （日本語翻訳版） 

mailto:jnjiang@deloitte.com.cn
mailto:luliao@deloitte.com.cn
mailto:vivjiang@deloitte.com.cn
mailto:%20weichen@deloitte.com.cn
mailto:jexu@deloitte.com.cn
mailto:contse@deloitte.com.cn
mailto:sachin@deloitte.com.hk
http://www.deloitte.com/assets/Dcom-China/Local%20Assets/Documents/Services/Japanese%20services/Tax%20analysis/2012/cn(ja)_tax_TAP1752012_271212.pdf


 

 総機構 分支機構 

月/四半期ごとの
予納  

 

 
 一括納税企業の分支機構の所得税分配

表 
 

 各分支機構の前年度の財務諸表（ある
いは年度の財務状況及び営業収支状
況） 
 

 
 総機構所在地の主管税務機関が受理し

た、一括納税企業の分支機構の所得税
分配表 * 

 

年度の確定申告 

 
 企業所得税の年度納税申告表 

 

 企業の年度財務諸表 
 

 一括納税企業の分支機構の所得税分配
表 
 

 各分支機構の年度財務諸表 
 

 各分支機構の企業の年度納税調整に係
る状況説明 ** 

 
 企業所得税の年度納税申告表（一部の

項目のみ記載） 

 
 総機構所在地の主管税務機関が受理し

た、一括納税企業の分支機構の所得税
分配表 * 
 

 分支機構の年度財務諸表（あるいは年
度の財務状況及び営業収支状況） 

 
 分支機構の企業の年度納税調整に係る

状況説明 ** 
 

 
* 分支機構の主管税務機関が税額の配分に異議を有する場合、一括納税企業の分支機構の所得税分配表を受け取って
から 30日以内に、総機構所在地の主管税務機関にレビューを行うよう書面でリクエストすることができる。総機構の

主管税務機関はリクエストを受領してから 30 日以内に、配分割合をレビューし、当該割合の調整を行うか、あるいは
元の配分割合を維持するかを決定する。 
 
** 総機構が一括して計算し、かつ調整する必要がある項目（交際費や広告費の損金算入限度額超過額の調整等）につ
いては、説明しなくてよい。 
 
 新規に設立された二級分支機構: 40 号文は従前の規定を踏襲している。即ち、当年度に新規に設立された二級分

支機構は、当年度においては所在地で企業所得税を納付する必要はない。但し、57号公告によれば、以下のよう
な形で新たに加わった二級分支機構については、当年度に新規に設立された二級分支機構とはみなされない。 
 

− 再編等により他の企業から得た、再編前から既に存在している二級分支機構 
 

− 各所在地で企業所得税を納付している総機構、二級分支機構の間で、合併、分割、マネジメントの変更等により
新たに設立された二級分支機構 

 
 分支機構の税務調査: 二級分支機構の所在地の主管税務機関は、自主的に分支機構に対する税務調査を実施し、

かつ調査の結果に基づき、課税所得額と納付税額の調整額を計算することができる。但し、総機構が一括して計
算すべき損金算入項目は除く。分支機構の主管税務機関の調査により生じた追徴税額の 50％は総機構が納付し、
残りの 50％は調査を受けた分支機構がその所在地で納付する。 

 

 適用税率の異なる地域に所在する総・分支機構の所得税の徴収: 総機構と分支機構が適用税率の異なる地域に所

在する場合、まず総機構が課税所得額の総額を一括して計算し、その課税所得額を 3要素による配分割合に基づ
いて各機構に配分する。各機構に配分された課税所得額にそれぞれの適用税率を乗じて納付税額を計算した後、
それらを合計して企業の納付税額の総額を算出する。最後に、3要素による配分割合に基づき、納付税額を総機
構と各分支機構に配分する。なお、従前の国税発[2009]221 号の通達とは異なり、57号公告では、配分割合の計
算に前年度の 3要素のデータ（即ち、営業収入、従業員給与、資産総額）を用いるとされており、当年度の 3要
素のデータは用いられない。 

 

 同一地域に所在する分支機構: 57号公告は、総機構及びその分支機構が同一地域（同一の省、自治区、直轄市ま
たは計画単列市）に所在する居住者企業には適用されない。このような企業の企業所得税の徴収管理方法は、省
レベルの税務機関が定めることとなっている（即ち、57号公告に類似する処理方法を採用するか、あるいは総機
構のみが申告納付を行うか）。 

 

 

 



コメント 
 

 二級分支機構の認定: 57 号公告では、二級分支機構について、法に基づき設立され、非法人営業許可書を取得
し、かつ総機構がその財務、業務、人事等を一括して計算及び管理する分支機構と定義している。しかしなが
ら、実務上は二級分支機構にあたるか否かをどのように判断するべきかという問題がよく生じる。57 号公告には
この点に関する具体的な規定はない。多くの居住者企業は往々にして異なる地域に多くの分支機構を設け、それ
らを内部管理の観点からレベル分けしている。例えば、一定の地域に所在するその他の分支機構に対して管理責

任を負い、その地域における総機構の機能を備えている分支機構が二級分支機構とみなされ、その他の分支機構
は三級あるいはそれ以下の分支機構として管理されているかもしれない。しかし、企業の内部管理の観点からの
レベル分けとは異なり、税務機関は法的に同じ地位を有する分支機構を全て二級分支機構として取扱う可能性が
ある（例えば、全ての分支機構が総機構の下で直接登記されている場合）。 
 

 分支機構の財務情報: 57 号公告では、企業の分支機構の財務資料に関して多くの要求を規定しているが、企業所
得税の観点から、関連の項目をどのように計算すべきかといった実務取扱上の指針は示されていない。しかし、

配分割合の計算に用いられる 3要素は企業所得税の配分にとって重要であり、地域的な税務優遇措置が適用され
る場合には、年度の最終的な税額の計算にも影響を与え得る。57 号公告はこの点に関して、税務上は企業の財務
計算の結果に依拠するのみであるということを意味しているようであるが、実務上、企業の財務計算システムは
税務上の必要を満たさない可能性がある。例えば、ある企業はいくつかの分支機構を合わせて（あるいは総機構
を合わせて）一つのビジネスユニットとみなし、分支機構ごとの単独の財務情報を提供できないかもしれない。 
 

 分支機構に関する税務調整: 57 号公告は、二級分支機構の主管税務機関に対して、自主的にその分支機構の所得

税の納付状況を調査し、かつ税務調整を行う権限を与えている。57号公告は、分支機構の主管税務機関が自主的
に調整できる項目について例外規定を設けているが、より詳細な規定がなければ、どの項目に対して分支機構の
主管税務機関が自主的に調整できるかという問題について、納税者と分支機構の主管税務機関との間で意見が分
かれる可能性もある。実務上、各税務機関は同一の税務問題に対して異なる見解を有する可能性があるため、企
業が同一の税務事項に対する各分支機構の処理を統一しようとしても、そのことに困難が生じる可能性もある。 

 

57 号公告と 40 号文の公布に伴い、分支機構の所在地の主管税務機関はより積極的に分支機構の所得税の徴収管理に取
り組むようになるものと予想される。そのため、地域を跨いで経営する一括納税企業にとっては、コンプライアンス
上の要求が厳しくなる可能性がある。従って、企業は分支機構の企業所得税に関する事項をより慎重に処理する必要
がある。また、57号公告では、一部の不明確だった事項が明らかにされたが、なお明確化が待たれる事項もある（例
えば、同一の省内にある複数の二級分支機構について、一括して納税申告ができるか否か等）。異なる地域に分支機
構を有する企業は、今後も引き続き政策の動向に留意し、かつ必要に応じて税務専門家の意見を聞くことも必要とな
るであろう。 

 
 

 
 
本Tax Analysis の内容は、デロイトのグローバル企業税サービスに関わるものです。  
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